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【要旨】 

本稿では、グローバル化が国内労働市場に与える影響について、特に雇用および労働

者のスキル構成に焦点を当て、９０年代以降の日本の実証研究を整理・検討する。国内

雇用に関しては、グローバル化が必ずしも負の影響をもたらすわけではなく、むしろプ

ラスの影響を示す研究も存在する。一方で、スキル構成に関しては、グローバル化に伴

うスキル偏向的技術進歩の影響を通じて、海外生産委託（オフショアリング）が賃金格

差に影響を与える可能性が指摘されている。本稿では、企業レベルの実証研究を中心に、

対外直接投資やオフショアリングが国内労働市場に及ぼす影響を整理し、特に日本の労

働市場における雇用変動やスキル需要の変化に着目する。本稿の分析結果は、グローバ

ル化が進展する中で国内労働者の賃金を向上させるためには、人的資本への投資を通じ

たスキル向上が重要な要素であることを示唆している。 

1 本稿の執筆にあたり、討論者の冨浦英一氏をはじめ、第 10 回東大 CARF・日銀調査統

計局共催コンファレンス参加者の皆様から貴重なコメントを頂戴した。記して謝意を表し

たい。
2 〒171-8588 東京都豊島区目白 1-5-1 学習院大学経済学部 E-mail: 
miho.takizawa@gakushuin.ac.jp 
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1. はじめに 

グローバル化が国内の労働市場に与える影響は、企業実務の観点からだけではなく、

政策的観点からも重要な経済学的問題といえる。しかし、こうした一見するとシンプル

な問いへ実証的な解答を与えるためには、丁寧な問題設定が求められる。例えば、グロ

ーバル化をどのように定義するのか、また労働市場への影響といっても具体的に何に対

する影響を分析するのか、を定める必要がある。本稿では、グローバル化といっても特

にオフショアリング（対外直接投資・海外生産委託）と国内労働市場の関係について、

日本のデータを用いて検討した先行研究のサーベイを行うことを主な目的としている

が、「グローバル化」については、その都度、何をグローバル化として取り扱っている

研究なのかを明記する。また、「労働市場」については、雇用と賃金への影響に焦点を

当てて整理する。グローバル化と労働市場については膨大な数の既存研究が存在してい

るが、その中でも、企業レベルデータを用いた実証分析を行っている先行研究に絞って

整理する点が本稿の特徴である。 

なお、グローバル化というと、輸入が与える影響も重要である。特に輸入増加による

国内製品需要の減少が懸念される場合、国内の雇用や賃金に負の影響を与えうることが

先行研究で示唆されている（Autor, Dorn and Hanson (2013)、Tomiura (2003)など）。

日本を対象にした研究としては、Taniguchi (2019)や笹原（2022）が中国からの輸入増

加が国内雇用に与える影響を分析しており、輸入と国内雇用が必ずしも単純に負の関係

にあるとは限らないことを示している。本稿では、こうした輸入の影響も含め、オフシ

ョアリングとの比較を通じて、グローバル化が国内労働市場にもたらす帰結に関する研

究を整理していく。 

 

グローバル化をしている企業の特徴 

 企業のグローバル化については、いくつかの重要な段階が存在する。例えば、田中
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（2011, 2012）では、企業活動の国際化を以下のとおり分類している。まず、海外に製

品を供給・販売する手段として、輸出と対外直接投資が存在する。輸出は国内で生産し

た製品を海外へ輸送し、海外の消費者に販売する。対外直接投資は日本企業が海外に製

造子会社を設立し、現地で生産した製品を海外の消費者に販売する。それぞれメリット、

デメリットが想定されており、特に輸出については輸送費（関税を含む）の大きさが、

対外直接投資については子会社の設立や維持に係る費用の大きさが主要なデメリット

として挙げられている。田中（2011）は、Helpman et al. (2004)や Melitz (2003)とい

った先行研究を参照しながら、企業の生産活動と生産性の関係を以下のとおりに整理し

ている。すなわち、対外直接投資は子会社の設立時の固定費用が大きい一方で輸送費を

節約できるため、生産性の高い企業にとっては有利であること、また輸出を行うことが

できる企業は輸送費をまかなえるため、国内への財の供給のみ行っているいわゆる非国

際化企業と比べて生産性が高いことなどが示されている。 

さらに、田中（2012）では、企業の生産活動に関する戦略を、 

1. 国内で自社生産する 

2. 国内で生産委託する 

3. 海外で対外直接投資を行って自社生産する 

4. 海外で生産を委託する 

の４通りに分類した上で、どのような企業が 1 から 4 の戦略を選択するかについては、

対外直接投資を選択する企業が最も生産性が高く、その次に海外生産委託、国内自社生

産、国内生産委託の順に生産性が低いと整理している。 

こうした理論的な整理がもたらす含意については、例えば、Tomiura（2007b）によ

って実証的に検討されている。具体的には、同研究では製造業の企業レベルデータ（商

工業実態基本調査）を用いた分析から、海外生産委託や輸出を行っている企業は、対外

直接投資（多国籍）企業よりも生産性は低いものの、国内企業よりは生産性が高いこと
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が示されている。 

 

グローバル化による企業パフォーマンスの変化 

 上記の研究は、販売や生産活動において、国内あるいは海外で活動している企業がど

のような特徴を有しているかという問いについて、「事前に」計測された生産性という

観点から整理していた。では、グローバル化によって企業の生産性は「事後的に」どの

ような変化を示すだろうか。一例として、Ito, Wakasugi and Tomiura (2008)では、オ

フショアリング（海外生産委託）と生産性について、企業活動基本調査とオフショアリ

ングに関するサーベイ調査を用いた分析を行い、オフショアリングは全体的に生産性を

向上させるが、影響は業務内容と外注先によって異なるとの結果を得ている。また、Ito, 

Tomiura and Wakasugi（2010）では、オフショアリングについて資本関係があるかど

うかでさらに分類し、海外子会社へのオフショアリングが企業の TFP を上昇させる一

方で、資本関係を持たない企業に対するオフショアリングは TFP に対して統計的に有

意な効果を持たないことを示している。同種の結果として、Hijzen, Inui and Todo（2010）

でも、企業内海外業務委託が TFP に対して正で有意な効果をもたらす一方、企業外海

外業務委託や国内業務委託は TFP に対して有意な効果をもたらさないとの実証結果を

示している34。 

以上の結果は、企業の生産活動に関するグローバル化が「事後的な」生産性にも影響

を与えていることを示唆するものである。では、なぜ海外生産委託などのグローバル化

が企業の生産性を向上させるのか。その経路については様々な可能性が想定されるが、

例えば戸堂（2012）では、(1)海外に業務委託をすることで日本国内では生産性の低い

                                                  
3 Hijzen, Inui and Todo（2010）では、国内での付加価値額に対する海外子会社からの購

入額の比率によって、企業内、企業外海外業務委託を分類している。 
4 本論文では、グローバル化による企業パフォーマンスの変化についてオフショアリング

に注目しているが、輸出による企業パフォーマンスの変化に関する先行研究も多くの蓄積

がある。 
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工程を海外に移すことができる、(2)労働集約的な工程を海外に移すことで国内での労

働者をスキル集約的な活動に従事させることができる、などの具体的な理由が議論され

ている。ここで(1)の経路が生産性の改善にとって有効であるとすれば、グローバル化が

国内事業所の閉鎖を通じて国内の雇用に影響を与える可能性がある。また(2)の経路が

有効であるとすれば、高スキル労働者の需要の増加と低スキル労働者の需要の減少など

が国内の賃金格差に影響を与える可能性もある。こうしたグローバル化の帰結に関する

より詳細な議論を踏まえて、以下ではグローバル化と国内雇用および国内の労働者のス

キル構成に関する研究に注目しながら先行研究の整理を行う。 

本稿のこれ以降の構成は以下のとおりである。まず、第２章では、日本の労働市場お

よびグローバル化に関するデータを確認しながら現状の整理を行う。次に、第３章では

グローバル化と国内雇用、第４章ではグローバル化と労働者のスキル構成に関する研究

を整理する。第５章では、まとめと結論を示す。 

 

2. 労働市場及びグローバル化の現状整理 

 本章では、日本の労働市場やグローバル化に関連するデータを確認しながら、現状の

整理を行う。まず、労働市場に関する主要なデータとして、人口、労働力人口などの統

計を参照しながら「労働供給」の状況を確認する。図１は、人口推計から抜粋した人口

の推移である。2023 年 10 月の概算値では、人口は 1 億 2434 万人であり、前年同月に

比べて 60 万人ほど減少している。2008 年のピーク時（1 億 2808 万人）と比べると、

この 15 年で 374 万人ほど減少していることが分かる。図２は、15 歳以上人口と労働

力人口、労働力率の推移を示したものである。同図から、15 歳以上人口が減少に転じ

ている一方で、女性や高齢者の労働市場への参加率が向上したことから労働力人口が増

加しており、結果として労働力率も 2015 年以降に微増していることが分かる。 

次に、労働需給に関する指標をみると、失業率（図３）はリーマンショック後に急上
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昇しているが、コロナショック時においては大きな上昇を見せず、ここ数年は２％台で

推移していることが分かる。有効求人倍率（図４）に関しても、コロナショック時にあ

って１を割らず、求人数が求職者数を上回っている状態がこの１０年ほど続いている。

以上の計数は、日本が人口減少に直面しながらも、女性や高齢者が労働市場に参加する

ことで労働力を維持してきたなかで、経済全体として人手不足の状態を継続しているこ

とを示唆している。 

労働の需要が供給よりも強い状態が続いている中で、日本の所得格差はどのように変

化してきたのであろうか。図５は、所得の平均値である一人当たり GDP と所得の中央

値の推移を示したものである。同図からは、所得の平均値と中央値の差が拡大している

ことが確認され、所得格差の拡大が示唆されている。図６は、当初所得と再分配所得に

関するジニ係数を示したものである。当初所得のジニ係数が大きくなっていることは、

図５同様にやや格差が拡大していることを示唆している。一方で、再分配後の所得に関

するジニ係数は横ばいであり、税や社会保障などを通じた所得格差の是正が行われてい

ることも分かる。 

最後に、国際化の状況を確認する。国際化指標の一つとして、ここでは貿易額の推移

を取り上げる。図７は、輸出入額の推移を示したものである。リーマンショック後の減

少を経て、2021 年には輸出入とも 80 兆円台に達している。こうした企業活動のグロー

バル化の一環として対外直接投資も活発な状況が続いているが、対内直接投資について

はその水準が相対的に低位にとどまっている（図８）。総じて、（再分配前の）所得格差

の拡大と並行して、貿易額や直接投資額でみたグローバル化の進展が継続しているとい

う現状の整理が可能だろう。 

 

3. グローバル化と雇用5 

                                                  
5 冨浦（2012）でもグローバル化と国内雇用に関する先行研究が取りまとめられている。 
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 本章では、対外直接投資と海外生産委託（オフショアリング）が国内の雇用に与える

影響を実証的に検討した先行研究の一部を紹介する。国内事業所の閉鎖を伴う形での海

外への生産移転に関する一般的な印象としては、国内の雇用に対してネガティブな影響

があり、地域経済の活動水準にも負の影響があるといったものだろう。実際に、1995 年

から 2016 年にかけての期間に注目すると、海外での生産比率や中国からの輸入比率（製

造業の輸入額全体に占める中国からの輸入額）が増加する一方で、日本国内の製造業の

従業者数は 1,032 万人から 757 万人に減少している（図９）。ここで注目すべきは、先

行研究の多くが、対外直接投資と海外生産委託がもたらす雇用への負の影響を否定して

いるという事実である。以下ではこの点をより詳しく確認していく。 

 

グローバル化と国内の（グローバル化した企業の）雇用の変化 

Yamashita and Fukao（2010）では、1991 年から 2002 年における政府個票データ

（経済産業省企業活動基本調査と海外事業活動基本調査）を利用することで、国内雇用

と対外直接投資の関係を実証的に分析しており、多国籍企業の海外進出が自国（自社）

の雇用を減少させるという仮説が支持されないことを確認している。さらに、海外事業

の拡大が国内雇用の水準維持に寄与している可能性についても議論している。Tanaka

（2012b）では、上記の企業活動基本調査を用いて、対外直接投資を「初めて」行った

日本企業を対象に傾向スコア・マッチングの手法を用いてその効果を検討している。得

られた結果は、海外進出が雇用成長率を高める効果を示唆しているほか、海外進出に伴

って製造業と卸売業では輸出が急速に増加し、製造業とサービス業においては売上が増

加することが報告されている。Hayakawa, Matsuura, Motohashi and Obashi (2013)

では、対外直接投資を水平的か垂直的かに分類した上で同種の分析を行っており、水平

的な直接投資においては生産労働者が減少する一方で非生産労働者が大幅に増加し、垂

直的な直接投資では生産労働者が増加する一方で非生産労働者には特段の影響がない
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という結果が示されている。Kambayashi and Kiyota（2015）でも、海外事業活動基

本調査と企業活動基本調査を用いて海外直接投資が国内雇用に与える影響を分析して

いるが、対外直接投資の増加が国内雇用を減少させるケースは目立っておらず、国内雇

用の増減はむしろ国内資本財価格の増減と密接に関係していることが報告されている。

この結果は、製造業における近年の雇用減少が、資本財価格の低下による設備投資の増

加によって生じているものであり、企業のグローバル化の帰結ではないことを意味する。

荒木（2018）では、製造業に属する親会社が海外事業活動を拡大した場合に国内の雇用

水準には負の影響がなく、むしろ正の影響があるとの結果を示している。あわせて、国

内における製造業の現業部門労働者比率が減っているものの、企業グループ全体の労働

需要は増加しているため、企業グループ内での業務再編に伴う雇用の増加が発生してい

る可能性が指摘されている。以上のように、日本を対象とした先行研究の多くは、対外

直接投資の増加が国内雇用を減少させているという一般的なイメージを否定している。 

なお、本稿では対外直接投資やオフショアリングに注目しているが、伝統的なグローバ

ル化の指標としては貿易がある。特に輸入の増加は、国内製品の需要減少を通じて国内

の雇用削減が懸念される。Autor, Dorn and Hanson (2013)は、1990 年から 2007 年に

おける中国からの輸入急増（いわゆるチャイナショック）が、米国の製造業を抱える地

域で失業率の上昇や賃金の低下をもたらしたことを示した。日本においては、Tomiura

（2003）が 1988 年から 1995 年の産業別データを用いて、輸入価格の低下が国内製造

業の雇用を減少させたとの分析結果を報告している。一方で、Taniguchi (2019)は、1995

年から 2007 年の都道府県レベルのデータを用いた分析から、中国からの中間財の輸入

増加が日本の雇用を増やしたとの結果を示している。笹原（2022）では、チャイナショ

ックが各国経済に与えた影響について、分析手法の整理も含めた膨大な先行研究のサー

ベイが行われている。 

また、本稿では主に雇用への影響として国内雇用の総量がどう変化したかに注目した
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先行研究を示しているが、グローバル化により国内の事業所を閉鎖、あるいは新規開設

することもあるため、粗雇用創出や粗雇用喪失にも注目が必要である。Tomiura（2004）

では、事業所の参入・退出に輸入競争が関係しており、輸入価格の低下によって事業所

が退出し、雇用が減少したことを示している。Kodama and Inui（2015）では、2006

年と 2009 年の経済センサスのデータを用いて、海外子会社の数が増えた際に国内の雇

用が増えること、さらに雇用創出率や雇用喪失率は多国籍企業が高いことなどを示して

いる。 

 

グローバル化と地域雇用の変化 

 ここまで紹介した対外直接投資やオフショアリングに関する先行研究は、主にグロー

バル化した企業自身の国内雇用に注目している。一方で、ある企業のグローバル化は、

その企業が立地する地域の他の企業の雇用にも影響しているかもしれない。また、国全

体で見ればグローバル化が雇用に負の影響をもたらしていないとしても、個々の地域に

着目すれば、直接投資が雇用にマイナスの影響を及ぼすケースも想定される。この点に

関して、図１０では通勤圏別にみた製造業従業者数の 1995 年から 2016 年にかけての

変化率を示している。同図から、地域によって製造業従業者の変化率に大きな異質性が

あることが伺える。 

Kiyota, Nakajima and Takizawa (2022)では、こうした雇用変動の地域間における異

質性が、直接投資によってもたらされているのではないかという仮説を検証している。

同研究では、海外事業活動基本調査、企業活動基本調査、工業統計調査を接続し、親会

社、海外子会社、国内事業所のデータをリンクさせることで、オフショアリングと地域

レベルの雇用の関係を分析している。以下ではその概要を簡潔に紹介する。 

まず製造業企業の対外直接投資には、現地での製造活動だけでなく、販売や研究開発、

資金調達などの非製造活動に関する投資も含まれる。Kiyota, Nakajima and Takizawa 



10 
 

(2022)では、海外での製造活動と国内での製造活動の関係を明らかにするため、製造業

企業の海外「製造」活動のみを対象とした。さらに、日本の地域労働市場は市区町村や

都道府県をまたいで形成されることがあるため、通勤圏（雇用圏）レベルで地域労働市

場を分析した。分析に当たっては、先に述べた 3 種類のデータを接続し、製造業に属す

る企業を対象として親会社、海外子会社、国内事業所をリンクさせた上で、地域を 213

の通勤圏に分類し分析を実施した。 

分析には、中国からの輸入拡大が米国の地域雇用にどのような影響を与えたのかを分

析した Autor, Dorn and Hanson (2013)を拡張する形で以下の回帰式を用いた。 

 

∆𝐿,௧ ൌ 𝛼௧  𝛽∆𝑂𝑓𝑓𝑠ℎ𝑜𝑟𝑖𝑛𝑔,௧  𝛾∆𝐼𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡,௧𝜀,௧   (1) 

 

ここで、j は地域（ここでは通勤圏）、t は時間を示す添え字である。𝐿,௧は j 地域の t 

年の雇用であり、∆𝐿,௧は j 地域の期首（t = 0）年から t 年にかけての雇用の変化、

∆𝑂𝑓𝑓𝑠ℎ𝑜𝑟𝑖𝑛𝑔,௧は j 地域の期首から t 年にかけてのオフショアリングの変化、

∆𝐼𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡,௧は j 地域の期首から t 年にかけての中国からの輸入の変化、𝜀,௧は誤差項に対

応している。ここで、𝐿,௧にはオフショアリングを行っている企業の雇用だけでなくオ

フショアリングを行っていない企業（非オフショアリング企業）の雇用も含まれている。

仮にオフショアリングが各地域の雇用を削減しているとすれば、𝛽はマイナスの符合を

示すことが想定される。 

 (1) 式の変数のうち、オフショアリングと輸入については通勤圏別に計測した統計が

存在していないという問題が有る。この点に対応するために、Kiyota, Nakajima and 

Takizawa (2022)では、次のような形で通勤圏別のオフショアリングの変数を作成した。 

 

∆𝑂𝑓𝑓𝑠ℎ𝑜𝑟𝑖𝑛𝑔,௧ ൌ ∑
ೕ,బ
,బ


∆ை௦,

ೕ,బ
  (2) 
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ここで、i は産業を示し、∆𝑂𝑓𝑓𝑠ℎ𝑜𝑟𝑖𝑛𝑔,௧は産業 i の期首から t 年までのオフショアリ

ングであり、製造業の海外現地法人の従業者数として定義する。ここでの製造業とは、

親会社ではなく、海外現地法人の産業分類である。
ೕ,బ
,బ

は、初期時点（1995 年）におけ

る、通勤圏 j における産業 i の雇用のシェアを示す。通勤圏別の輸入（∆𝐼𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡,௧）につ

いても同様の手法で作成する。 

 一般的に、ある地域の経済環境は、その地域に立地する事業所を持つ企業のオフショ

アリングの意思決定に影響を及ぼすことが考えられる。例えば、地域の雇用が減少して

おり、その地域での操業が困難になったことがオフショアリングの直接的な要因となる

ことが想定される。また、第１章で議論した通り、オフショアリングを行う企業につい

て平均的に生産性が高いという事実を踏まえれば、地域の産業集積がそこに立地する企

業の生産性を押し上げ、その結果オフショアリングに至るというパターンも想像される。

こうした交絡変数の問題に対処する目的から、Kiyota, Nakajima and Takizawa (2022)

では、バルチック型のシフトシェア変数をその地域のオフショアリングの操作変数とし

て使用しながら、二段階最小二乗法に基づく推定を行った。更に、オフショアリングに

起因するスピルオーバー効果を分析するために、サンプルをオフショアリングを行う企

業と行わない企業に分けた分析も実施している。 

 表１の推計結果から、オフショアリングの係数は全企業と非オフショアリング企業に

ついてプラスで有意となっており、オフショアリング企業では非有意となっている。こ

の結果は、オフショアリングを行う企業の雇用に対してオフショアリングは影響がない

ことを意味する。また、地域全体で見るとオフショアリングは雇用にプラスに寄与して

いる。一方で、中国からの輸入はマイナスに影響している。オフショアリングが地域の

雇用に対してプラスの影響をもたらすメカニズムとしては、ある企業の海外生産活動が

活性化することで、その企業の取引先企業の生産も拡大し、結果として雇用も拡大する
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という経路が想像される。勿論、こうしたプラスで有意な効果が係数の大きさそのもの

の意味では非常に小さい点には注意が必要である。実際に、オフショアリングが 1%伸

びたときの国内雇用へのプラス効果は 0.10%程度に過ぎないことから、定性的には重要

な経路であるとしても、定量的には限定的な影響しか持たないことを十分に理解する必

要がある。また、Kiyota, Nakajima and Takizawa (2022)では、分析の期間を前半（1995

年から 2005 年）と後半（2006 年から 2016 年）に分けた分析も実施しているが、オフ

ショアリングが地域の雇用に及ぼす影響は期間を通じてプラスであるものの、2000 年

代中旬以降はその効果が弱まっていることが示唆されており、この点に関する追加的な

検討も必要と考えられる6。 

以上の結果は、オフショアリングが地域の雇用に深刻なマイナスの影響を及ぼすわけ

ではないという先行研究の結論と整合的なものである。雇用変動の地域間における異質

性を考慮した上でオフショアリングの効果を検証した Kiyota, Nakajima and 

Takizawa (2022)は、企業のグローバル化に対して通説として持たれているネガティブ

な印象が、必ずしもデータから支持されないという点を強く支持するものである。 

 

4. グローバル化と労働のスキル構成（Composition） 

グローバル化と労働のスキル構成の変化 

これまで概観してきた統計や先行研究の結果から、オフショアリングに代表される企

業活動のグローバル化が国内の雇用に与えるマイナスの影響は限定的であるとの指摘

が多い。一方で、第１章でも述べたように、労働集約的な工程を海外に移すことで国内

労働者をよりスキル集約的な活動に従事させるようになる結果、非熟練労働（unskilled 

                                                  
6 例えば、1990 年代は製造業雇用の減少と中国からの輸入の急増が同時に進行していた

が、その後はそうした動きが弱まっている。オフショアリングについても、海外移転の一

巡や国内生産への回帰から、国内雇用への影響が弱まっている可能性もあり、グローバル

化の進展が国内雇用に与える影響は時期によって変化してきた可能性がある。 
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workers）から熟練労働（skilled workers）へのシフトが生じている可能性は十分考え

られる。 

この点に関して、櫻井（2014）は産業連関モデルを用いた分析から、輸出入の変化が

非生産労働者と生産労働者の賃金格差拡大の要因として一定程度寄与している可能性

を指摘している。また、Tomiura, Ito and Wakasugi (2011b)では、オフショアリングを

行っている企業ほど従業員に占める正社員比率が統計的に有意に低いことが報告され

ており、オフショアリングと雇用形態（非正規雇用）との関係が示唆されている。さら

に Tomiura, Ito and Wakasugi (2013)では、非生産労働者を(i)熟練非生産労働者、(ii)

非熟練非生産労働者、(iii)海外事業管理など特殊技能をもつ非生産労働者に細分化し分

析を行ったところ、オフショアリング企業ほど熟練非生産労働者シェアが高い一方、非

熟練非生産労働者のシェアはそうではないことを示している。Endoh（2021）も、オフ

ショアリングによる企業内の労働者の賃金・労働時間配分の変化について学歴や性別に

注目した分析を行っており、国際化に伴い必要とされるスキルは多様であることから、

こうした細分化したスキル構成の検証も近年注目されている。 

 

技術革新と労働構成の変化 

 グローバル化とスキル構成の変化に注目する研究がある一方で、例えば、生産労働か

ら非生産労働への需要のシフトが、ICT（情報通信技術）など技術革新の結果によって

ドライブされているとする議論も存在する。これは、いわゆるスキル偏向型技術進歩

（skill-biased technological change(SBTC)）として知られているものであり、典型的

な例としては、ICT に関する知識を有する労働者へ労働需要がシフトするという想定で

ある。この点について、Fukao, Miyagawa, Pyo, Rhee and Takizawa（2020）（以下で

は Fukao et al.（2020））では、1979 年から 2015 年における日韓の産業生産性データ

ベースを用いて、日本と韓国における ICT 投資に伴う SBTC が労働需要に与えた影響
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について、産業レベルのデータを用いた実証分析を行っている。以下ではその分析の手

法と結果を示す。 

 

 まず、O’Mahony et al. (2008)に従い、産業 i の短期の可変費用関数を（3）式で表す。 

 

 CVሺ𝑊
ு,𝑊

ெ,𝑊
, 𝐾, 𝑌, 𝑍ሻ    (3) 

 

ここで、Wுሺ𝑊ெ,𝑊ሻ は High-skilled (middle-skilled、low-skilled)の賃金率を、K は資本

ストック、Ｙは付加価値、Ｚは生産費用構造を変化させる要素を示す。Berman et al. (1994) 

に従い、規模に関して収穫一定のトランスログ費用関数を仮定すると、シェパードの補

題より、労働のコストシェアに関する式が以下の通り得られる。例えば、High-skilled の

労働のコストシェアについては (4)式の通り表すことができる。 

 

𝑆
ு ൌ 𝛼  𝛽 ln ൬

ௐ
ಹ

ௐ
ಽ൰  𝛾 ln ൬

ௐ
ಾ

ௐ
ಽ ൰  𝛿 ln ቀ



ቁ  𝜃ln 𝑍  𝛿௧𝑡,       (4) 

 

𝑆
ு is は High-skilled worker の労働のコストシェアである。 O’Mahony et al. (2008) 

に従い、各スキルの相対賃金の項は時間固定効果 (𝐷௧ሻとして扱う。加えて、Z について

は、資本ストックに占める ICT ストックの比率を用いて推計する。 

 

𝑆
ு ൌ 𝛼  𝛿ln ቀ



ቁ  𝜃 ln ቀ

ூ்

ቁ  𝜂௧𝐷௧  𝜀.           (5) 

 

係数 𝛿 が正の数であれば、資本ストックとスキルが補完的であると解釈することがで

きる。また係数𝜃 がプラスであれば、ICT 資本が High-skilled な労働者の需要を増やし

ていると解釈できる。 

 表２は、推計結果を示したものである。全産業を対象とした固定効果推計の結果に注

目から、ICT 資本比率の係数が High-skilled でプラスで有意となっていることが分か
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る。この結果は、ICT 資本がスキルの蓄積された労働者の需要を増やす効果を有するこ

とを示唆している。 

 

グローバル化と技術革新と労働需要の変化 

 以上の議論は、SBTC と労働需要の変化を対象としたものであった。ここで、オフシ

ョアリングと SBTC が、国内の労働需要に対して同方向の変化をもたらす点に注意が

必要である。オフショアリングと SBTC が同時に生じていることを併せて踏まえれば、

これらの二要素が国内の労働需要に与える影響が各々どの程度であるのかを識別する

ことが難しいことが想像されるだろう。Reijnders, Timmer and Ye (2016)は、この点を

明示的に議論している。同研究では、Global Value Chain（GVC）データを用いた分析

から、SBTC と GVC 再編が非大卒労働者の需要を押し下げるとの結果を得ている。別

の例として、佐々木・桜（2004）では、産業レベルのパネルデータを用いて、SBTC を

研究開発費比率、グローバル化を輸入比率や海外生産比率を用いて表現し、大卒向け賃

金支払い比率との関係を分析した。その結果、グローバル化要因の影響は、SBTC 要因

の影響と同程度か、それを上回るとの結論を得ている。こうした実証結果の一方で、

Kawaguchi and Mori（2014）では、日本においては、グローバル化や SBTC が生じて

いる中でも、大卒・高卒間の賃金格差が米国と比べて小さいことに注目している。同研

究の結果は、大卒の労働供給増加のスピードが米国と比べて大きかったこと、つまり大

卒の労働供給の伸びの違いが日米の大卒・高卒間の賃金格差の動きの違いの三分の一程

度を説明することを示唆している。 

 

5. おわりに 

 対外直接投資や海外生産委託を中核とするオフショアリングについては、産業空洞化

の脅威と結びつけられる形で、国内雇用への悪影響が政策的にも注目されてきた。こう
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した問題の重要性を反映し、日本でも関連する研究が数多く行われている。本稿では、

グローバル化が国内労働市場に与える影響について、グローバル化と国内雇用、グロー

バル化とスキル構成の変化という切り口から先行研究をサーベイした。 

まず、グローバル化と国内雇用については、大半の実証分析において、空洞化脅威論

でよく叫ばれるような大幅な雇用減少は確認されていない。分析期間は様々ではあるが、

むしろ、国内雇用にプラスの影響をもたらすとの分析結果が支配的である。地域雇用に

注目した Kiyota, Nakajima and Takizawa（2022）でも、オフショアリングは地域全

体の雇用にプラスの効果をもたらすことが報告されており、通説的な「海外移転＝国内

雇用喪失」という図式は必ずしも成り立たないことが示唆されている。ただし、プラス

の係数自体は非常に小さいこと、2000 年代後半以降は効果が弱まっている可能性が示

されているなど、今後も継続的な検証が必要である。 

次に、グローバル化とスキル構成の変化については、SBTC を考慮しても、グローバ

ル化が国内の賃金格差を拡大させる要因として作用しているとの結果が多い。すなわち、

グローバル化の進展に伴いスキルを有した人材への需要が高まり、非熟練労働への需要

が相対的に低下する可能性が指摘されている。今後、さらなるグローバル化と技術革新

の進展を考えると、高スキル労働者への需要増大による賃金格差の拡大が一層顕在化す

ることも想定される。格差拡大への政策的対応としては、人への投資を強化しスキルを

底上げする施策、とりわけ所得の低い世帯への大学進学や大学院進学をサポートするよ

うな政策が有効に機能する可能性があるだろう。  
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図１ 総人口の推移 

 

出所）総務省統計局 人口推計（2023 年（令和５年）10 月報） 

 

図２ １５歳以上人口、労働力人口、労働力率の推移 

 

出所）総務省統計局 労働力調査 長期時系列統計 
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図３ 完全失業率の推移（単位：％） 

 
出所）総務省統計局 労働力調査 長期時系列統計 

 

図４ 有効求人倍率（パートタイムを含む一般） 

 

出所）厚生労働省 一般職業紹介状況（職業安定業務統計） 
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図５ 一人当たり GDP と所得の中央値の推移 

 

データの出所）GDP：2021 年度国民経済計算（2015 年基準・2008SNA）、2015 年（平成 27 年）基準支出側 GDP 系

列簡易遡及、人口：人口推計（総務省統計局）、所得の中央値：国民生活基礎調査（所得票） 

注）２０１９年の所得の中央値データは調査が実施されなかったため欠損している。 

 

図６ ジニ係数の推移 

 

出所）厚生労働省 所得再分配調査 
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図７ 輸出入総額の推移（単位：億円） 

 

出所）財務省 貿易統計 

 

図８ 対外直接投資・対内直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー、単位：100 万

ドル） 

 

出所）JETRO 直接投資統計 
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図９ 海外生産比率と製造業従業者数の推移 

 

 

出所）Kiyota, Nakajima and Takizawa（2022）の Figure1 
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図１０ 通勤圏別製造業従業者数の変化 

 

出所）Kiyota, Nakajima and Takizawa（2022）の Figure1 

注）1995 年から 2016 年の変化（1995 年＝ 100）。4 人以上の事業所を対象。工業統

計調査より作成。 

 

表１ オフショアリングが地域の雇用に与える影響 

 

注）角括弧内はロバスト標準誤差を示す。***は統計的有意水準 1%レベルであることを

意味している。 

出所）Kiyota, Nakajima and Takizawa（2022）の推計結果を抜粋 
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表２ 賃金シェア関数の推計結果（1979 年から 2000 年） 

 

出所）Fukao et al.(2020)の Table 13.3 を抜粋 

OLS
All industries Manufacturing Nonmanufacturing

0.000 0.009 ** 0.192 *** -0.007 *** 0.001 0.682 *** -0.007 0.015 *** -0.017 ***
(0.004) (0.004) (0.021) (0.005) (0.002) (0.046) (0.007) (0.005) (0.006)

0.000 0.025 *** 0.026 * 0.030 -0.002 -0.009 -0.010 ** 0.035 *** -0.022 ***
(0.003) (0.003) (0.015) (0.004) (0.002) (0.036) (0.005) (0.004) (0.004)

Year
dummies

Yes Yes Yes
Year
dummies

Yes Yes Yes
Year
dummies

Yes Yes Yes

R
2 0.0873 0.2318 0.1544 R

2 0.3285 0.7735 0.4463 R
2 0.0741 0.2174 0.2511

Obs. 815 815 815 obs. 397 397 397 obs. 418 418 418

Fixed effect
All industries Manufacturing Nonmanufacturing

-0.010 *** 0.008 ** 0.784 *** -0.008 *** 0.015 *** 1.039 *** -0.019 *** 0.027 *** 0.065 ***
(0.001) (0.003) (0.038) (0.001) (0.003) (0.062) (0.003) (0.007) (0.007)

0.006 *** -0.006 0.043 -0.012 *** 0.017 *** -0.069 0.013 *** -0.020 *** 0.045 ***
(0.002) (0.005) (0.056) (0.002) (0.006) (0.136) (0.003) (0.006) (0.006)

Year
dummies

Yes Yes Yes
Year
dummies

Yes Yes Yes
Year
dummies

Yes Yes Yes
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